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（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

　１ 有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

２ 無形固定資産

ソフトウエア

無形固定資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

未収金

棚卸資産

前払費用

流動資産合計

資産合計

3,621,926,199

△ 27,327,949 82,252,184

438,952,612

△ 65,291,821 21,364,516

109,580,133

△ 773,759,684 2,848,166,515

貸　借　対　照　表

（令和６年３月31日）

579,600

1,545,900,000

5,034,831,259

579,600

86,656,337

△ 118,301,170 81,227,630

199,528,800

7,300,000

5,034,251,659

△ 3,761,541 2

9,088,200

3,761,543

4,420,074

15,724

366,951,064

5,406,288,338

70,217

371,457,079
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

長期繰延補助金等（注）

長期リース債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

未払金

科学研究費助成事業等預り金（注）

預り金

リース債務

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

減価償却相当累計額（△）（注）

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注）

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

111,943,966

貸　借　対　照　表

（令和６年３月31日）

1,071,971,096

1,113,569,686

41,598,590

39,629,040

6,574,499

193,310,825

11,656,060

5,406,288,338

661,509,622

4,041,548,228

549,565,656

(549,565,656 )

42,077,200

△ 650,793,604

△ 608,716,404

3,988,755,010

1,364,740,110

3,988,755,010

251,170,424
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託事業費

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益（注）

授業料収益（注）

入学金収益（注）

検定料収益

受託事業等収益（注）

寄付金収益（注）

補助金等収益（注）

財務収益

受取利息

雑益

財産貸付料収益

文献複写料

手数料収益

入試センター試験収益

研究関連収入（注）

その他雑益

経常収益合計

経常利益

臨時利益

資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返寄附金戻入

資産見返物品受贈額戻入

臨時利益合計

当期純利益

当期総利益

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

2,713,240

510,289,655

96,561,716

568,508,874

20,997,695

4,789,293

1,173,332,159

150,690,456 1,000,853,083

172,479,076

損　益　計　算　書

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

39,931,196

39,130,101

176,805,468

247,152,610

7,247,000

787,345,000

30,228,500

119,139,406

6,357,281

3,602,078

5,114 5,114

6,582,529

43,790

57,600

1,563,000

411,388,688 510,289,655

2,339,251

11,531,171

1,212,608,160

571,012

39,276,001

549,565,656

549,565,656
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・資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

減価償却相当額
賞与引当増加相当額
退職給付引当増加相当額
小計

　資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

・科学研究費助成事業等に関する注記
当期受入額
当期支出額

当期総利益 549,565,656円

1,971,334
23,806,030円

5,210,000円
9,897,747円

△ 92,477,658円

△ 66,700,294円

482,865,362円
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 304,040,309

人件費支出 △ 730,119,082

その他の業務支出 5,197,820

運営費交付金収入 787,345,000

授業料収入 261,931,360

入学金収入 30,228,500

検定料収入 7,247,000

受託事業等収入 5,361,281

補助金等収入 303,106,041

寄附金収入 500,000

科学研究費助成事業等預り金収支差額 △ 1,201,556

その他の預り金収支差額 657,393

その他の収入 9,525,998

小計 375,739,446

設立団体納付金の支払額 △ 97,247,082

業務活動によるキャッシュ・フロー 278,492,364

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 383,739,123

小計 △ 383,739,123

利息及び配当金の受取額 5,114

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 383,734,009

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 39,527,680

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 39,527,680

Ⅳ 資金減少額 △ 144,769,325

Ⅴ 資金期首残高 511,720,389

Ⅵ 資金期末残高 366,951,064

キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月31日）
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（単位：円）

549,565,656

549,565,656

Ⅱ　利益処分額

(1) 積立金 530,296,378

(2) 地方独立行政法人法第40条第３項の規
定により設立団体の長の承認を受けよ
うとする額

　教育研究向上積立金 19,269,278 19,269,278 549,565,656

　　当期総利益

利益の処分に関する書類

第７期事業年度

（令和６年３月31日）

Ⅰ　当期未処分利益
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注        記 
 
Ⅰ 重要な会計方針 
  当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」
（令和４年８月31日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基
準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」とい
う。）のうち、資産見返負債の廃止に係る改訂内容を適用して財務諸表等を作成しております。 
なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内

容については、令和６事業年度から適用します。 
 
１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
  原則として、期間進行基準を採用しております。 
    なお、退職一時金については、費用進行基準を使用しています。 
 
２ 減価償却の会計処理方法 
 (１) 有形固定資産 

 定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし
ております。主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         ６年～27年 
構築物        ５年～40年 
工具器具備品     ２年～７年 
車両運搬具      ４年～６年 

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数としております。また、特定の
償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、減価償却相
当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 
(２) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内に
おける利用可能期間（５年）に基づいております。 

 
３ 引当金の計上基準 
 (１) 徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 
 

 (２) 賞与引当金及び見積額の計上基準 
役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財

源措置がなされているため、賞与引当金は計上しておりません。 
なお、公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの算定に用

いた賞与引当増加相当額は、当期末の賞与引当相当額から前期末の同相当額を控除し
た額を計上しております。 
  

(３) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。 
なお、公立大学法人の業務運営に関する住民の負担に帰せられるコストの算定に用い

た退職給付引当増加相当額は、地方独立行政法人会計基準第89条に基づき計算された
退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 
４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品については、最終仕入原価法による低価法を採用しています。 
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５ リース取引の会計処理 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
６ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
 
（会計方針の変更） 
会計基準の改訂に伴う資産見返負債の計上の廃止 
前事業年度まで運営費交付金、授業料、寄附金を財源として固定資産を取得した場合、資

産見返負債を計上し、減価償却に伴い同額を収益に振り替えておりましたが、当事業年度よ
り改訂後の地方独立行政法人会計基準等を適用し、固定資産を取得した時点で収益を計上す
ることとし、資産見返負債は計上しておりません。なお、改訂後の地方独立行政法人会計基
準等に従って、前事業年度末の資産見返負債は当期首に臨時利益に計上しております。 
この結果、前事業年度と比較して経常収益が13,987,922円減少するとともに、臨時利益が

510,173,827円増加、当期純利益及び当期総利益は496,185,905円増加しております。 
また、前事業年度の貸借対照表における「資産見返補助金等」は当事業年度より「長期繰

延補助金等」としてそれぞれ表示しておりますが、損益に与える影響はありません。 
 
Ⅱ 貸借対照表関係 
１ 賞与引当金の見積額 
  運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は42,164,333円です。 

 
２ 退職給付引当金の見積額 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は427,959,798円です。 

 
Ⅲ 公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記関係 
１ 業務費用 
(１)損益計算書上の費用    1,173,332,159円 

 (２)（控除）自己収入等     -341,256,878円 
      業務費用合計               832,075,281円 
２ 資本剰余金を減額したコスト等         66,700,294円 
３ 機会費用 

地方公共団体出資等の機会費用  24,588,376円 
５ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 923,363,951円 
 
公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の
計上方法 
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しています 
（２）地方公共団体出資金等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付政府保証債の令和６年３月末利回りを参考に0.725％で計算しています。 
（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用し

た利率 
    １０年利付政府保証債の令和６年３月末利回りを参考に0.725％で計算しています。 

 
賞与相当増加見積額及び退職給付相当増加見積額の中には、宮崎県からの派遣職員に係るも
のが以下のとおり含まれております。 
・賞与相当増加見積額のうち派遣職員に係る額     △99,833円 

   ・退職給付相当増加見積額のうち派遣職員に係る額 △9,826,310円 
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Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 
１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

       令和6年3月31日 
現金及び預金   366,951,064円 

２ 重要な非資金取引の内容 
(１) 現物寄付の受入による資産の取得 

 図書     442,278円 
工具器具備品 877,800円 

     
 

Ⅴ 金融商品に関する事項 
  １ 金融商品の状況に関する事項 

 当法人は、資金運用については預金に限定して実施しております。 
資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第43条の規定に基づき実施し

ておりますが、公債・社債及び株式等は保有しておりません。 
 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
      現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。 
 
Ⅵ 減損会計関係 
  該当事項はありません。 
 
Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 
  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
 
Ⅷ 重要な債務負担行為 
 該当事項はありません。 

 
Ⅸ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 
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（単位：円）

当　  期
償 却 額

建物 2,361,998,000 - - 2,361,998,000 631,850,094 90,055,728 1,730,147,906

構築物 80,857,010 - - 80,857,010 18,943,510 2,421,930 61,913,500

計 2,442,855,010 - - 2,442,855,010 650,793,604 92,477,658 1,792,061,406

建物 950,950,699 308,977,500 - 1,259,928,199 141,909,589 70,826,798 1,118,018,610 注１

構築物 28,723,123 - - 28,723,123 8,384,439 2,741,450 20,338,684

工具器具備品 83,468,537 3,187,800 - 86,656,337 65,291,821 10,469,645 21,364,516 注１

リース資産 194,314,800 5,214,000 - 199,528,800 118,301,170 39,527,680 81,227,630 注１

図書 434,774,039 4,354,401 175,828 438,952,612 - - 438,952,612

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,761,541 166,730 2

建設仮勘定 10,455,000 9,088,200 10,455,000 9,088,200 - - 9,088,200

計 1,706,447,741 330,821,901 10,630,828 2,026,638,814 337,648,560 123,732,303 1,688,990,254

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

計 1,553,200,000 - - 1,553,200,000 - - 1,553,200,000

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

建物 3,312,948,699 308,977,500 - 3,621,926,199 773,759,683 160,882,526 2,848,166,516

構築物 109,580,133 - - 109,580,133 27,327,949 5,163,380 82,252,184

工具器具備品 83,468,537 3,187,800 - 86,656,337 65,291,821 10,469,645 21,364,516

リース資産 194,314,800 5,214,000 - 199,528,800 118,301,170 39,527,680 81,227,630

図書 434,774,039 4,354,401 175,828 438,952,612 - - 438,952,612

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,761,541 166,730 2

建設仮勘定 10,455,000 9,088,200 10,455,000 9,088,200 - - 9,088,200

計 5,702,502,751 330,821,901 10,630,828 6,022,693,824 988,442,164 216,209,961 5,034,251,660

ソフトウェア 9,396,000 - - 9,396,000 8,816,400 151,200 579,600

計 9,396,000 - - 9,396,000 8,816,400 151,200 579,600

ソフトウェア 9,396,000 - - 9,396,000 8,816,400 151,200 579,600

計 9,396,000 - - 9,396,000 8,816,400 151,200 579,600

　　建物（建物附属設備）

　  工具器具備品

　  リース資産

748,000円

足圧分布測定器 877,800円

649,000円

高速印刷機 5,214,000円

有形固定資産
（特定償却資
産以外）

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
合計

無形固定資産
（特定償却資
産以外）

有形固定資産
（特定償却資
産）

注１）当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

雑排水用加圧給水ユニット 2,678,500円

高木講堂舞台装置 49,500,000円

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費
用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

減 価 償 却 累 計 額 差    引
当 期 末
残    高

摘
要

電気設備 132,164,256円

大判プリンター

給湯・消火設備 124,634,744円

シュレッダー 913,000円

心電計
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(２)　棚卸資産の明細

（単位：円）

(３)　有価証券の明細

 該当事項はありません。

(４)　長期貸付金の明細

 該当事項はありません。

(５)　長期借入金の明細

 該当事項はありません。

(６)　公立大学法人債の明細

 該当事項はありません。

(７)　引当金の明細

 該当事項はありません。

(８)　資産除去債務の明細

 該当事項はありません。

(９)　保証債務の明細

 該当事項はありません。

(10) 資本剰余金の明細

（単位：円）

(11) 目的積立金の取崩しの明細

 該当事項はありません。

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

種　　類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　　要当期購入・製
造・振替

その他
払出・振
替

その
他

棚卸資産 64,273 161,619 － 155,675 － 70,217
貯蔵品

（郵券類等）

計 42,077,200 － － 42,077,200

無償譲与 7,300,000 － － 7,300,000

目的積立金 34,777,200 － － 34,777,200
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(12) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(12)－2　運営費交付金収益

（単位：円）

(13) 運営交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

　　補助金等の明細 （単位：円）

(14) 役員及び教職員の給与の明細

（単位：円、人）

注）

1

2

3

期末残高

787,345,000

経費の別

期間進行基準によるもの 787,345,000

費用進行基準によるもの －

合　計 787,345,000

令和５年度

787,345,000

期首残高

-

令和５年度
交付分

交付年度
当期振替額

交付金
当期交付額

-

業務等区分

－

当期
交付額

15,929,000

6,157,000

30,741,100

307,275,700

360,102,800

退職給付

金額

304,932,200 52,097,400

補助金の返還

補助金の返還

期末
残高

－

－

－

－

－

－

摘要

補助金の返還－ 15,229,000 700,000

－

30,711,400 29,700

6,157,000 －

－

－ 2,343,500

－

区　　分
報酬又は給料等

787,345,000

宮崎県

合　計

直接経費

直接経費

期首
残高

－

－

直接経費

地域貢献等研究推進
事業

助産師等育成・定着
支援事業

宮崎県

宮崎県授業料等減免補助金

施設設備整備事業費
補助金

名称 交付元

宮崎県 直接経費

－

304,932,200

上記補助金等収益とは一致しません。

役　　　員

常　勤 32,560,333 3

計 39,130,101 7

- -

非常勤 6,569,768 4 - -

- -

支給人員 金額 支給人員

教 　員

常　勤

- -

非常勤 46,341,917 18 301,822 1

常　勤 104,046,717

493,445,713 56 43,287,319 7

計

非常勤

教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学職員の給与に関する規程及び公立大学法人宮崎県
立看護大学職員退職手当規程に基づき算出を行っております。

役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には期末時の総支給人員数を
記載しております。

714,219,259 120 44,110,172 11

301,822 1

合計

常　勤 630,052,763 75 43,287,319 7

非常勤 84,166,496 45 822,853

役員の報酬及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学役員報酬規程及び公立大学法人宮崎県立看護大学
役員退職手当規程に基づき算出を行っております。

4

計

職　   員

16

計 150,388,634 34

運営費交付金
収益

787,345,000

資本剰余金

-

小　計

787,345,000

当期振替額

その他
長期繰延
補助金等

補助金等
収益

－

合　計

31,254,811 23 521,031 3

524,700,524 79 43,808,350 10

3,073,200

注1)　損益計算書の補助金等収益は、長期繰延補助金等にかかる減価償却費等の見合いの収益化額（67,042,006円）が含まれるため、
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(15)　開示すべきセグメント情報

   該当事項はありません。
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(16)　業務費及び一般管理費の明細
（単位：円）

教育経費
消耗品費 14,117,862
管理物品費 4,357,870
印刷製本費 900,460
水道光熱費 21,173,229
旅費交通費 6,392,565
通信運搬費 67,094
賃借料 321,145
福利厚生費 2,333,782
修繕費 2,279,860
損害保険料 49,040
広告宣伝費 473,000
諸会費 797,000
報酬・委託・手数料 11,560,207
奨学費 28,754,200
減価償却費 83,228,154 176,805,468

研究経費
消耗品費 9,707,384
管理物品費 4,676,540
印刷製本費 2,213,211
水道光熱費 7,855,161
旅費交通費 4,841,064
通信運搬費 634,186
賃借料 16,310
損害保険料 7,878
諸会費 3,282,463
会議費 36,000
報酬・委託・手数料 4,995,280
減価償却費 1,665,719 39,931,196

教育研究支援経費
消耗品費 8,074,104
印刷製本費 141,900
水道光熱費 3,177,769
旅費交通費 116,178
賃借料 3,533,200
諸会費 259,000
報酬・委託・手数料 1,084,736
減価償却費 4,434,980
図書費 175,828 20,997,695

受託事業費
消耗品費 3,019,788
管理物品費 734,800
旅費交通費 576,922
通信運搬費 14,602
賃借料 78,100
損害保険料 10,991
諸会費 18,000
報酬・委託・手数料 336,090 4,789,293
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役員人件費
　   常勤役員給与

報酬 20,918,160
賞与 6,343,796
法定福利費 5,298,377 32,560,333

　   非常勤役員給与
報酬 5,771,800
法定福利費 797,968 6,569,768 39,130,101

教員人件費
　   常勤教員給与

給料 299,353,756
賞与 112,337,641
退職給付費用 43,287,319
法定福利費 81,754,316 536,733,032

　   非常勤教員給与
給料 24,646,832
賞与 2,888,526
退職給付費用 521,031
法定福利費 3,719,453 31,775,842 568,508,874

職員人件費
　   常勤職員給与

給料 70,282,632
賞与 19,209,762
法定福利費 14,554,323 104,046,717

　   非常勤職員給与
給料 34,659,258
賞与 5,795,910
退職給付費用 301,822
法定福利費 5,886,749 46,643,739 150,690,456

一般管理費
消耗品費 8,164,875
管理物品費 475,090
印刷製本費 5,201,240
水道光熱費 3,499,117
旅費交通費 619,922
通信運搬費 2,851,824
賃借料 2,472,592
福利厚生費 1,483,125
修繕費 8,826,492
損害保険料 2,095,390
諸会費 1,747,800
報酬・委託・手数料 96,671,264
銀行手数料 1,034,495
租税公課 2,781,200
減価償却費 34,554,650 172,479,076
業務費及び一般管理費合計 1,173,332,159
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(17)  寄附金の明細

（単位：円、件）

注）（　）は現物寄附によるもので、内数として記載しております。

(18)  受託研究の明細

　該当事項はありません。

(19)  共同研究の明細

　該当事項はありません。

(20)  受託事業等の明細

　　　 （単位：円）

(21)　科学研究費助成事業等の明細

注）上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

6,357,281 6,357,281 －

間接経費 － － － －

993,000

日本学術振興会
科学研究費補助金・基盤研究Ｂ

(300,000)

（単位：円、件）

1 帝京大学

独立行政法人

13 日本学術振興会等

－

間接経費 － － － －

－

その他
直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －
株式会社等

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

独立行政法人・国立
大学法人

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －
国

直接経費 － － －

－ －

地方独立行政法人
等（設立団体）

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 － 120,000 120,000

－

間接経費 － －

期末残高

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 － 6,237,281 6,237,281 －

間接経費 － － － －

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

件　　数 摘　　要

169 (168) 注）

摘　　要

日本学術振興会
科学研究費補助金・若手研究

(500,000)

150,000

合計
直接経費

当期受入額

3,602,078（3,102,078）

90,000

種　　目 当期受入額 件　　数

日本学術振興会
科学研究費補助金・基盤研究Ｃ

(3,310,000)

独立行政法人

1 日本学術振興会

日本学術振興会
科学研究費補助金・研究活動ス
タート支援

(1,100,000) 独立行政法人

330,000 1 日本学術振興会

合　　計
(5,210,000)

1,563,000 16
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(２２)  上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①　現金及び預金

（単位：円）

②　未払金

（単位：円）

その他

合　　計

76,619,209

193,310,825

金　　額

76,181,000

9,916,500

7,938,810

4,991,500

3,645,000

3,630,000

3,601,400

3,436,487

3,350,919

ダイキンHVACソリューション（株）

（有）親生ビルサービス

九州電力（株）

宮崎県知事

区　　分

藤岡工業（株）

（株）弘栄設計

（株）デンサン

（株）植由樹園

有限責任監査法人トーマツ

区　　分

現金

普通預金

定期預金

合　　計

金　　額 摘　　要

現金及び小口現金39,800

366,911,264

－

366,951,064

摘　　要

- 20 -


	00 財務諸表表紙・目次★
	01_2024.3月期　①貸借対照表・②損益計算書・④利益処分書類　★
	02_2024.3月期　③CF計算書（宮崎看護大）和佐修正
	04_2024.3月期　⑥注記 (宮崎看護大）★0530
	05_2024.3月期　⑦附属明細（宮崎看護大）★



